
様式１

請求日 決定日 公文書の件名 決定内容 担当局 担当

平成30年
11月12日

平成30年
11月26日

　大阪市内の公立中学校の過去五年間
の中間・期末定期試験の問題　主要5教
科及び副教科も含む ワード、エクセル
形式を希望。不可能な場合はPDFファイ
ルでお願いします。
　分量が多く作業時間がかかる場合は
延長決定をお願いします。
＜情報提供あり＞
○○中学校、○○中学校、○○中学校
の平成29年度、平成30年度の２学期中
間試験までの問題

不存在 号
教育委員会
事務局

中学校教育
担当

号
教育委員会
事務局

生涯学習担
当

公開請求の内容及び処理状況

教育委員会事務局　11月分

非公開事由
（7条該当号）

世論調査
　・標本が母集団を代表しているかを確認して
いない（実際、なっていない）
　・母集団の推計はできない
民間ネット調査、市政モニター
　・標本は母集団の代表にはなっていない
　・調査結果は、「市民全体の状況」を示すも
のではなく、あくまで本アンケートの回答者の
回答状況にとどまる。
共通
　・測定値が母集団に適用できるかの確認はし
ていない

　どうしようもなくでたらめですね。標本調査
において標本が母集団を代表しないということ
は、観測をやり直す（＝標本を差し替える）ご
とに測定値が大きく変動してしまうものである
ことは、統計の基礎知識があればわかりそうな
ものですが。結局これらの調査では母集団に関
する何らの知見を得られないということです
ね。
　測定値がこのような状態であるのに「アン
ケート調査結果の活用状況」のページ
http://www.city.osaka.lg.jp/shiseikaikakush
itsu/page/0000334969.html
の平成28年度調査結果の活用状況及び平成27年
度調査結果の活用状況に記載されている各部署
では、「調査結果から分かった内容」の記載を
事実上母集団値であると扱い、「調査結果を踏
まえて改善・検討した事柄」に記載の判断を
行っているのですよね。
　このような判断が可能である根拠が示された
文書を公開してください。
　市政改革室には聞いていません。調査結果の
解釈や事業実施の可否判断は各部署で行ってい
るのですよね。調査結果をどのように解釈し、
どのように判断に結び付けているのかを確認し
たいので、回答は上記ページに記載のある港湾
局をはじめとする各部署からお願いします。
　併せて、市政改革室のでたらめな各調査によ
り事業実施の可否判断や運営方針の設定を誤っ
ている可能性が高いのではないですか。この点
についても正しく判断できているのかどうかが
示されている文書を公開してください。（教育
委員会事務局に係るものについて）

平成30年
11月9日

平成30年
11月26日

不存在



様式１

請求日 決定日 公文書の件名 決定内容 担当局 担当
非公開事由

（7条該当号）

平成30年
11月20日

平成30年
12月3日

　大阪市中央区難波３丁目２５－２の
もと精華小学校（現在、商業施設建築
中）で、現在の所有者に売却されるま
で、校舎の地下１階にて保管されてい
たトランス３～５ヶの処理について、
売却前及び売却後のトランスの処理に
おけるマニュフェスト等の情報公開を
請求します。
　又、もし、大阪市環境局への届出を
されていなかった場合の理由もお願い
します。大阪市環境局産業廃棄物規制
グループに問い合わせをしたが、保管
及び、移動、廃棄処理の届出が一切な
いとの返事であった為、上記の通り請
求します。

不存在 号
教育委員会
事務局

施設整備課

号
教育委員会
事務局

生涯学習担
当

　平成30年11月７日付で行った公開請求につい
て、いくつかの部署から「調査から分かった内
容」の記載に際しては、母集団に適用可能かど
うかの判断はおこなっていないことから、「こ
のような判断が可能である根拠が示された文
書」及び「正しく判断できているのかどうかが
示されている文書」については作成または取得
しておらず、実際に存在しないためとの理由で
不存在による非公開の決定通知書が届きまし
た。残りの部署も同様なのでしょうが、この理
由は全くの的外れです。
　元の請求内容に「調査結果の解釈や事業実施
の可否判断は各部署で行っているのですよね。
調査結果をどのように解釈し、どのように判断
に結び付けているのかを確認したい」と記載し
たはずです。
　調査結果をもとに、何らかの根拠をもって
「調査から分かった内容」に記載された内容が
調査から分かったと判断し、何らかの根拠を
もってこの記載内容が正しいものであると判断
し、「調査結果を踏まえて改善・検討した事
柄」の行動を起こしたのですよね。
　また、同様に何らかの根拠をもって調査結果
が正しいと判断し事業実施の可否判断や運営方
針の設定を行っているのですよね。
　これらの根拠・判断は、「母集団に適用可能
かどうかの判断を行っていない」こととは無関
係になされたはずです。現にその結果が
http://www.city.osaka.lg.jp/shiseikaikakush
itsu/page/0000334969.html
のページに掲載されているではありませんか。
　これらの根拠・判断が記載された文書を公開
してください。
　例えば、28年度分の大阪港の公害防止対策事
業の例ですと、「大阪港の公害防止対策事業に
ついて、「言葉も内容も知らなかった」と回答
した割合が72.0パーセントと最も高く、「言葉
も内容も知っていた」と回答した割合は2.5パー
セントに留まっており、認知度は低いが、必要
性については、肯定的な回答の割合は90.1パー
セントと高いものであった。」との記載があり
ますが、この72.0％などの数値がどのように市
政モニターの結果から導かれたのかが示された
文書です。
　そして、この記載では72.0％は母比率の推計
値として取り扱われていますが、なぜ母比率の
推計値となりうるのか及び、この数値が正しい
（信頼できる）と判断した根拠が示された文書
です。（ただし、既にwebで公開されているもの
は除く）
（教育委員会事務局に係るものについて）

平成30年
11月23日

平成30年
12月7日

不存在



様式１

請求日 決定日 公文書の件名 決定内容 担当局 担当
非公開事由

（7条該当号）

平成30年
11月26日

平成30年
12月7日

　平成28年10月19日　教委第2540号
教育長から健康局長あて
　平成28年9月23日付け健第650号によ
り照会のありました標題について、次
のとおり回答します。
　その後の処理状況文書
　健康推進部生活衛生課環境衛生グ
ループから説明報告文書を含む
　その後の処理状況関係文書すべて
（決裁欄を含む）

不存在 号
教育委員会
事務局

教育活動支
援担当

平成30年
11月27日

平成30年
12月10日

旭区民センター・芸術創造館・旭図書
館・旭備蓄倉庫複合施設の維持管理に
関する協定書（平成28年４月１日締
結）

公開 号
教育委員会
事務局

中央図書館
総務担当


